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沖縄県からの誘客プロモーション等業務委託 

プロポーザル公募要領 
 

１ 趣旨 

本要領は、沖縄県からの誘客プロモーション等業務委託に関して、公募型プロポーザル方

式により契約の相手方を選定するため、必要な事項を定めるものです。 

 

２ 委託業務名   

  沖縄県からの誘客プロモーション等委託業務 

 

３ 委託業務概要 
(1)  一般社団法人長野・沖縄交流促進機構に関する業務 

  ア 一般社団法人長野・沖縄交流促進機構を介した行事に関する業務 

  イ 長野県内での付随した行事に関する業務 

  ウ 沖縄県内での付随した行事に関する業務 

(2) 沖縄県での商談会・教育旅行説明会に関する業務 

  ア 商談会の会場確保及び当日の運営 

  イ 当日の運営 

   ・商談会に参加されたバイヤーへのお土産・信州お土産抽選会等の対応 

   ・商談会場でのドリンクの手配 

   ・商談会場で掲出する長野県のポスターの手配 

  ウ 商談会参加予定のバイヤー及びセラーの確保 

   ・バイヤー・・・・８社２０名以上 

   ・セラー・・・・・１０団体２０名以上 

  エ 商談会参加予定の教育関係者出席依頼及び調整 

(3) 沖縄県の教育関係者又は旅行会社の招聘事業に関する業務 

  ア 招聘するための企画立案・行程管理 

  イ 宿泊先・交通手段の確保及び精算 

  ウ 長野県内の教育旅行関係者又は教育関係者との交流事業（必要時のみ） 

(4) その他 

上記の(1)から(3)までに関連がある業務 

 

４ 委託期間   

契約日から令和６年３月 29日（金）まで 

 

５ 委託料上限額    

金４，６８４，０００円（消費税を含む） 

 

６ 受託候補者の選定方法 

この業務の受託候補者の選定方式は、公募型プロポーザル方式とします。 

受託を希望する方は、別に定める企画提案書等により提案してください。 

企画提案書類の最も優れた企画・運営能力を有すると認められる者を受託候補者とします。 

なお、プロポーザル参加に係る諸費用はすべて参加者の負担となります。 

 

７ 公募型プロポーザル応募資格要件 

次のいずれにも該当する者であることとします。 

(1) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第１項又は財務規則（昭和 42 

年長野県規則第２号）第 120 条第１項の規定により入札に参加することができないとされ

た者でないこと。 

(2) 長野県会計局長から物品購入等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（平成 23 
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年３月 25 日付け 22 管第 285 号）に基づく入札参加停止を受けている期間中の者でないこ

と。 

(3) 長野県暴力団排除条例（平成 23年長野県条例第 21号）第２条第２号に規定する暴力団

員又は同条例第６条第１項に規定する暴力団関係者でないこと。 

(4) 長野県内に本社または支店を有していること。 

(5) 長野市内で行う打ち合わせに常時参加できる体制をとれること。 

 

８ 公募型プロポーザルへの参加申込み 

(1)  提出書類 

ア 参加申込書（様式第１号） 

イ 誓 約 書（様式第４号） 

(2)  提出部数  １部 

(3)  提出期限  令和５年４月 12日（水）17時（必着） 

(4)  提出場所   一般社団法人長野県観光機構 パブリック事業部 

          〒380-0936 長野県長野市中御所岡田町 131-４ ホテル信濃路３階 

(5)  提出方法  郵送または持参による。 

(6)  参加資格の合否決定 

令和５年４月 20日（木） 17時 

参加資格条件を満たしていない申込者に対してのみ、口頭（電話）で連絡します。 

(7)  その他 

参加申込書の提出後に参加を辞退する場合は、辞退届（様式任意）を提出してください。 

 

９ 企画提案書類の提出 

(1)  提出書類  後記１０「企画提案書類」のとおり 

(2)  提出部数  ７部（コピー可） 

(3)  提出期限  令和５年４月 14日（金）17時（必着） 

(4)  提出場所   一般社団法人長野県観光機構 パブリック事業部 

          〒380-0936 長野県長野市中御所岡田町 131-４ ホテル信濃路３階 

(5)  提出方法  郵送又は持参による。 

(6)  提出された書類の取扱い等 

ア 提出された書類等は、原則、返却しません。 

イ 提出された書類等の著作権は、提案者に帰属します。ただし、受託候補者の選定に

必要な範囲で複製を作成する場合があります。 

ウ 提出された書類等は、提出後に内容を変更することはできません。なお、提出され

た書類等に虚偽の記載をした場合は、当該提案は、無効になります。 

エ 提出された書類等は、情報公開の請求により開示することがあります。 

オ 企画提案書類の作成及び提出に係る経費は、提案者の負担とします。 

 

１０ 企画提案書類 

(1) プロポーザル企画提案書（提出書）（様式第２号） 

(2) 企画提案書（様式任意、Ａ４サイズ） 

    ※ 後記１１「企画提案のテーマ」に基づき、テーマごとに作成してください。 

(3) 業務の実施体制表（様式任意、Ａ４サイズ） 

(4)  業務の実施スケジュール（様式任意、Ａ４サイズ） 

(5)  経費見積書（委託業務に係る概算経費見積）（様式第３号） 

     ※可能な限り内訳を記載してください。（枚数制限なし） 

     ※プロポーザル参加者が、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、経費見積書により算定した額に当該金額の 100 分の 10 に相当する 

額）を加算した額を記載してください。 
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(6) 過去に受託した類似業務の実績（様式任意、Ａ４サイズ） 

   ※本業務に類似するものについて３点程度、概要がわかる資料を添付してください。 

(7)  会社概要又は会社概要パンフレット 

 

 

１１ 企画提案のテーマ 

テーマ１  業務内容の理解度 

テーマ２  提案内容における企画性 

テーマ３  提案内容における確実性及び実施体制 

テーマ４  積算見積 

       積算見積は、受託候補者に選定された事業者の提案を参考に仕様書を作成した 

上で、受託候補者から再度提出していただくこととなるが、提案段階で可能な限り 

詳細な見積りを添付すること（再提出の際に変更可） 

 

１２ 質問の受付及び回答 

(1) 企画提案に関する質問がある場合は、後記１６の問い合わせ先に質問票（任意様式）を電

子メールで提出することにより行ってください。 

(2) 質問票の受付は、募集開始以降随時行うこととし、最終受付は、令和５年４月６日（木）

午前 10時までとします。 

(3) 電話及び口頭による質問は受け付けないものとし、原則電子メールによることとします。 

(4) 質問は当該業務に係る条件や応募手続きに関する事項に限るものとし、他の事業者から

の提案状況や、企画・積算に関する内容等にはお答えできません。 

(5) 回答は、令和５年４月 11日（火）午後５時までに行います。なお、質疑回答内容を全参

加申込者に対し電子メールで送信し、情報共有を図ります。 

(6) 質問の内容は、前記３委託業務概要に限るものとします。 

 

１３ 審査 

 受託候補者の選定は、別に設置する沖縄県からの誘客プロモーション等業務委託候補者

審査委員会（以下「審査委員会」という。）」による審査によって行います。 

(1) 審査方法 

  別添の沖縄県からの誘客プロモーション等業務委託候補者審査要領のとおり 

   プレゼンテーションは行わない。 

(2) 審査基準 

   審査要領の審査基準表のとおり 

(3) 審査結果 

ア 企画提案書類を提出した者のうち、企画提案が採用され、見積業者に選定された者に 

対して、その旨を書面で通知します。 

イ  上記ア以外の者に対しては、選定されなかった旨を書面により通知します。 

 

１４ 契約手続き等 

(1) 契約の締結 

業務の実施内容については、企画提案書の内容をそのまま実施するとは限らないものと

します。 

委託者と受託候補者は、企画提案書類の内容を基にし、業務の遂行に必要な具体的な履

行条件等の協議と調整を行うものとし、この協議と調整が整い次第、随意契約により、委

託者、受託候補者で協議の上「委託契約書」を作成し契約を締結するものとします。 

なお、受託候補者との協議と調整が整わない場合は、受託候補者との契約締結を取りや

め、次点の受託候補者との契約締結に向けての協議と調整に移行するものとします。 

(2) 契約保証金  

契約締結の際には、地方自治法施行令第 167条の 16及び長野県財務規則（昭和 42年長
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野県規則第 2号）第 142条の規定を準用し、原則として契約保証金（契約金額の 100分の

10以上）を納付していただくことになります。 

なお、長野県財務規則第 143条の規定を準用し、同条第 1項に該当するときは、納付を

免除します。 

 

１５ その他 

(1) 受託者は、業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはできませんが、 

業務の一部については、受託者があらかじめ委託者と協議し、委託者が認めた場合に限り第

三者へ委託、又は請け負わせることができます。 

 

１６ 企画提案書類の提出先、本件についての問い合わせ先 

一般社団法人長野県観光機構 パブリック事業部 
（担 当）丸山 澄夫 

    住所 〒380-0936 長野県長野市中御所岡田町 131-４ ホテル信濃路３階 
    電  話    ０２６－２１９－５２７４ 

ファクシミリ   ０２６－２１９－５２７７ 
電子メール   ｙｕｋｙａｋｕ＠ｎａｇａｎｏ－ｔａｂｉ．ｎｅｔ 


